
　こうして山岸氏を中心に安否確認シス
テム導入の検討がスタートしたが、同社
では当初からSaaSなどの利用型サービ
スの導入を考えていたという。「当社で
は基本的にITシステムを社内で構築し
て運用するという体制をとっています
が、システムの管理負荷をこれ以上増大
させるのは難しいと判断し、利用型サー
ビスの導入を前提としました」と山岸氏
はコメントする。
　そして、複数社のサービスを俎上に乗
せ、あらゆる角度から入念に検討が行わ
れた結果、NTTコミュニケーションズ

（以下、NTT Com）の『Biz安否確認/一
斉通報』が採用されることとなった。同
サービスは、システム構築が不要なSaaS
型での提供であり、災害発生時に管理者
が実施する安否確認のオペレーションを
自動化する「初動サポート機能」や登録情
報の「自動集計」、回答のレベルに応じて
特定の対象者に連絡や指示を行うことが
可能な「二次通報機能」など、さまざまな
機能で迅速かつ正確な安否確認が可能。
PC・スマートフォン・携帯電話のメー
ルに加え、電話の音声（オプション）など、
多様な手段で安否確認ができる。また、
自然災害やパンデミックなどの緊急時の
みならず、「一斉通報機能」により平常時
の社内連絡などに幅広く利用できること
も大きな特長である。
　採用の決め手となったポイントについ
て山岸氏は「まず大きかったのは運用コ
ストです。IDあたりの利用料金もかな
り低く設定されていますが、契約ID数を
柔軟に可変することができますので、多
数の余剰IDを抱えておく必要もありま
せん。機能や使い勝手が満足のいくレベ
ルであったことに加え、信頼性の高い
NTT Comのシステムを利用するという
安心感も重要な判断材料でした」と総括
する。

　佐渡汽船では2012年の8月にサービス
の採用を正式に決定。9月には導入が完
了した。契約IDについては全社員114名
のほか、船舶の運航に携わるグループ会
社の幹部や社員も登録している。山岸氏
は「本当に安否を確認しなければならな
いような状況は、起こらないに越したこ
とはありませんが、このサービスを導入
したことは、大きな安心材料になりまし
た。当面はこのシステムの使い方を社内
に周知徹底させることに力を入れていき
たいですね。当社の場合、災害時だけで
なく、船舶トラブルなどが万一発生した
際にも、一斉通報により全社員に対して
正確な情報を迅速に配信することで、適
切な対応や速やかな復旧につなぐことが
できるかもしれません。文字による情報
が最も正確に伝わりますし、配信された
情報は端末に残りますので、受信時に見
ることができなくても、後で必ず確認で
きると思います」と、期待される導入効果
を語る。
　佐渡汽船では年に2回の防災訓練を実
施しているが、その訓練時だけでなく、社
員がシステムに慣れるために、より多く
の機会を設けていきたいという。本間氏
は「社内会議などの連絡はもちろん、申請
さえしてもらえれば、社外活動などの社
員同士のグループにおける情報伝達に利

用することを許可しています。そうやっ
て普段から使っておかないと、いざとい
う時に、戸惑って適切なレスポンスがで
きないと思うからです。また、グループ
会社の社員も今後登録の範囲を広げてい
き、情報があまねく全体まで浸透するよ
うにしていきたいと考えています。50
や100のまとまった単位ではなく、利用
者数にあわせてIDを追加できるのも、こ
のサービスのメリットですね」と、サービ
スの柔軟性を評価する。
　佐渡汽船は、100周年を迎えるだけで
なく、2014年には新造船を就航させる
予定とのことである。また船舶の運航だ
けでなく、佐渡島に観光客を誘致するた
めのPR活動も同社の重要な使命であり、
2017年に佐渡金銀山を世界遺産に登録
するための運動にも積極的に参画してい
る。「世界遺産に登録されれば、日本のみ
ならず、世界の人々に佐渡島の魅力が広
く知られるようになるでしょう。島での
観光に加え、行き帰りの船旅でも本当に
素晴らしい景色をご覧いただけますの
で、より多くの人に佐渡島に足を運んで
いただきたいと願っています」と、山岸氏
は今後への期待で話を終えた。

　新潟県佐渡島。そこは、金銀山に象徴
される古くからの歴史に彩られ、豊かな
自然や山海の幸など、多くの観光資源に
恵まれた島である。離島としては日本最
大の面積を有し、現在約6万人の島民が
居住。近年はトライアスロンや自転車の
ロードレースなど“スポーツの島”として
のイメージも高まっている。
　佐渡汽船株式会社様（以下、佐渡汽船）
は、新潟港と佐渡島を結ぶ、旅客・車両・
貨物を輸送する定期航路を運航。新潟－
両津、寺泊－赤泊、直江津－小木の3つの
航路を就航させており、島民の生活航路
として、また観光客の足として、年間約
170万人の旅客を輸送している。船舶で
は、多数の車両と乗客を搬送できる大型

フェリーに加え、新潟－両津間に就航し
ている超高速船ジェットフォイルによ
り、65分という短時間で新潟港と佐渡
島を結んでいる。また同社は、1913年
設立という長い歴史を持ち、2013年2月
に100周年を迎えることも、大きなト
ピックとして付け加えておきたい。
　従来佐渡汽船では、自然災害などの有
事において、社員の安否確認手段には緊
急電話連絡網を運用していたが、伝達に多
くの時間と手間を要するだけでなく、情報
が正確に伝わりづらいという課題を抱え
ていた。庶務課で管財担当課長を務める
山岸直志氏は、安否確認システム導入の
検討に至る経緯を次のように説明する。
　「東日本大震災以降、BCP関連のセミ
ナーなどに参加していく課程で、事業継
続に対する意識が高まったと同時に、
ITによる安否確認システムが非常に進
化していることを知りました。電話連絡

網の問題点は充分に認識していましたの
で、迅速かつ正確に安否確認が行えるシ
ステムの導入検討をスタートさせたので
す」。
　また、庶務課の本間直喜課長は「佐渡と
本土を結ぶ交通機関は当社が運航する船
舶以外、基本的に代替機関がありません。
そのような責任ある公共交通機関を提供
している以上、安否確認システムを導入
してBCP対策をさらに強化することは、
当社の事業展開において不可欠な要素で
した」と付け加える。 庶務課
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東日本大震災以降、以前に増して事業継続の重要性に目が向けられる中、
安否確認システムを積極的に導入する企業が増えている。しかし、いつ発生するか分からない
災害などの有事でしか利用できないシステムでは、投資効果の観点から
疑問が投げかけられるケースもあるだろう。佐渡島と本土を結ぶ定期航路を運航する
佐渡汽船が導入した安否確認システムは、どのようなものだったのだろうか。

Sado Steam Ship Co.,Ltd.

緊急時はもちろん、平常時における
社内連絡にも幅広く活用できる
SaaS型 安否確認システムとは

会社概要
●所在地/新潟県佐渡市両津湊353
●設立/1913（大正2）年2月
●資本金/8億580万円
●従業員/114名
●事業内容/海上運送業など
　（本土と佐渡島を結ぶ定期航路を運航）

佐渡汽船株式会社様

Case Study ケーススタディ

BCP意識の高まりを受け、
安否確認システムの導入を検討。

導入の背景

Webでは豊富なＩＣＴサクセス事例を掲載中！ 多様な業種のＩＣＴ事例集、導入のポイントから過程の出来事、導入後の成果を徹底レポート

NTT Com　導入事例総合 http://www.ntt.com/business/jirei/ 

運用コストの安さと回線の
信頼性が採用の決め手に。

選択の決め手

社内連絡などに活用して
使い慣れておくことが、緊急時の
スムーズな運用につながる。

評価と展望


